[bookmark: _GoBack]様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 2024　年　2　月　7　日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）　　とうきょうひがししんようきんこ　　　
一般事業主の氏名又は名称　　  東京東信用金庫　　　
（ふりがな）　　　なかた　せいし　　　　 
（法人の場合）代表者の氏名 　　 　中田　清史　  印  
住所　〒130-8701
東京都墨田区東向島2-36-10
法人番号　　　　2010605000978　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ひがしんの金融ＤＸ推進について

	公表日
	　2023　年　11　月　10　日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	東京東信用金庫ホームぺージにおいて公表
公表場所：ひがしんの金融ＤＸ推進について　P.2
＜ひがしんＤＸ戦略の全体像＞
https://www.higashin.co.jp/assets/pdf/company/dx/suishin.pdf#page=3


	記載内容抜粋
	経営理念「縁　あたたかく　-　人へ・街へ」のもと、2023年4月～2026年3月の中期経営計画で、「『夢を夢で終わらせない信用金庫』“つなぐ力”で“ひがしん”と“地域・お客さま”の未来を創る」を経営ビジョンとして定め、ＤＸビジョンとして、「“デジタル（データ、デジタル技術）とアナログ（職員）の良さを組み合わせて業務改革/経営改革をおこない、地域社会により一層貢献する。」と定めた。
デジタル（データ、デジタル技術）とアナログ（職員）との最適な組み合わせの模索により、業務改革・経営改革を具現化し、共創価値創出や地域貢献と課題解決活動につなげ、お客さまサービスの向上・営業力の強化・業務効率化・働きがい改革の実現をめざす。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2023年3月20日　東京東信用金庫理事会（取締役会に準ずる機関）に以下の議案を付議、上程案通り決議
・中期経営計画「つなぐ力」
・令和５年度 事業計画書



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ひがしんの金融ＤＸ推進について


	公表日
	　2023　年　11　月　10　日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	東京東信用金庫ホームぺージにおいて公表
公表場所：ひがしんの金融ＤＸ推進について
P.2　＜ＤＸ戦略＞
https://www.higashin.co.jp/assets/pdf/company/dx/suishin.pdf#page=3
P.6　＜ＩＴシステム・デジタル技術の活用環境整備における基本方針＞
https://www.higashin.co.jp/assets/pdf/company/dx/suishin.pdf#page=7


	記載内容抜粋
	「お客さまサービスの向上」「営業力の強化」「業務効率化」「働きがい改革」をゴールとし、Ⅰ「営業店 事務体制の変革」、Ⅱ「データ分析・データ利活用による顧客本位の営業活動」、Ⅲ「対面・非対面の業務の変化」、Ⅳ「金融ＤＸ人財の育成」を重点施策に定める。

具体策としては、
Ⅰ「営業店 事務体制の変革」面では「デジタル技術導入による営業店業務の大幅削減」「デジタル化による相談業務に重点を置いた営業力強化。それに必要な人員捻出と再配置」などに取り組む。
Ⅱ「データ分析・データ利活用による顧客本位の営業活動」面では「データ分析に基づく営業推進、課題解決活動」「融資審査業務におけるデジタル技術（ＡＩ等）の活用」などに取り組む。行動履歴などの金庫内に蓄積されている多様な顧客データや市場データなどを活用するために、データ分析ソフトウェアを導入し、営業推進・課題解決に向けた職員の資料作成時間の短縮や、データに基づいた効果的で今までより高いレベルの提案をおこなうなど、お客さまサービスの向上・営業力強化の実現をめざす。
Ⅲ「対面・非対面の業務の変化」面では「スマートフォンやタブレットを活用し、場所を選ばない非対面チャネルの構築」「ホームページ上のサービス提供の拡大」などに取り組む。また、バンキングアプリ利用者数の増加を図り非対面チャネルの充実をめざす。
Ⅳ「金融ＤＸ人財の育成」面では「「業務知識+ＩＴスキル」の双方を有する人財の確保・育成」「データドリブンな組織風土の醸成を実現」などに取り組む。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2023年3月20日　東京東信用金庫理事会（取締役会に準ずる機関）に以下の議案を付議、上程案通り決議
・中期経営計画「つなぐ力」
・令和５年度 事業計画書



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	記載箇所：ひがしんの金融ＤＸ推進について
P.4　＜ＤＸ推進体制＞
https://www.higashin.co.jp/assets/pdf/company/dx/suishin.pdf#page=5
P.5　＜金融ＤＸ人財の育成＞
https://www.higashin.co.jp/assets/pdf/company/dx/suishin.pdf#page=6


	記載内容抜粋
	2021年7月に理事長を委員長とする金融ＤＸ推進委員会を発足。
2022年7月に経営企画室ＤＸ推進担当を新設。
また、ＤＸ人財の育成として、ひがしんが金融ＤＸを効率的に進めるために、職員の金融ＤＸに関する知識向上に取り組む。




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	記載箇所：ひがしんの金融ＤＸ推進について
P.6　＜ＩＴシステム・デジタル技術の活用環境整備における基本方針＞
https://www.higashin.co.jp/assets/pdf/company/dx/suishin.pdf#page=7
P.7　＜ＩＴシステム・デジタル技術の活用環境整備の具体的方針＞
https://www.higashin.co.jp/assets/pdf/company/dx/suishin.pdf#page=8


	記載内容抜粋
	（1）ＩＴシステム・デジタル技術の活用環境整備における基本方針
1 新たな顧客体験（ＣＸ）、非対面チャネルの提供
バンキングアプリの導入・次世代店舗の検討
2 データドリブン営業体制の構築
お客さまとの接点から収集したさまざまなデータを蓄積・統合し、そのデータを基にした新たな価値創出およびサービス向上
3 社内コミュニケーション改革
グループウェアの導入
4 本格的なＤＸを推進
デジタイゼーション・デジタライゼーションにより創出された「人」・「時間」の活用
（2）ＩＴシステム・デジタル技術の活用環境整備の具体的方針
· システム投資の最適化
· 次期勘定システムの方向性を検討
· スマートフォンやタブレットを活用し、場所を選ばない非対面チャネルの構築
· ホームページ上のサービス提供の拡大
· 店頭業務のセミセルフ（セルフ）化
· データドリブンな組織風土の醸成を実現
· リモートワーク体制の確立
· 実効性の高い組織体制の確立（セキュリティ専門家の登用）




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ひがしんの金融ＤＸ推進について


	公表日
	　2023　年　11　月　10　日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	東京東信用金庫ホームぺージにおいて公表
公表場所：ひがしんの金融ＤＸ推進について
P.6　＜ＩＴシステム・デジタル技術の活用環境整備における基本方針＞
https://www.higashin.co.jp/assets/pdf/company/dx/suishin.pdf#page=7
P.5　＜金融ＤＸ人財の育成＞
https://www.higashin.co.jp/assets/pdf/company/dx/suishin.pdf#page=6


	記載内容抜粋
	重点施策の達成状況を測る指標として、以下の3点を設定する。
「データ分析・データ利活用による顧客本位の営業活動」の指標として
1． 対面営業の高度化による有効面談数の増加。
データドリブン営業体制の構築に向け、お客さまとの接点から収集したさまざまなデータを蓄積・統合し、そのデータを基にした新たな価値創出およびサービスの向上を図る。

「対面・非対面の業務の変化」の指標として
2． バンキングアプリ利用者数の増加。
新たな顧客体験（ＣＸ）、非対面チャネルの提供に向け、「スマートフォンやタブレットを活用し、場所を選ばない非対面チャネルの構築」を図る。

「金融ＤＸ人財の育成」の指標として
3． 信金中央金庫Sels(Shinkin e-Learning System)「信用金庫役職員向けＤＸ基礎研修」の全役職員受講。加えて以下の資格取得を推奨する。
1 ＩＴパスポート：（独）情報処理推進機構
2 金融業務３級ＤＸコース：（一社）金融財政事情研究会
3 ＤＸサポート：銀行業務検定協会
（ＤＸに関する知識向上に寄与する推奨資格は適宜追加します）
職員の金融ＤＸに関する知識向上に向け、「「業務知識+ＩＴスキル」の双方を有する人財の確保・育成」を図る。




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 2023　年　7　月　31　日
2 2023　年　8　月　1　日


	発信方法
	1 Disclosure 2023 東京東信用金庫の現況
理事長あいさつ文　P.1
https://www.higashin.co.jp/company/documents/2023/disclosure2023.pdf#page=2

2 東京東信用金庫ホームページ「ごあいさつ」
https://www.higashin.co.jp/company/president_greeting.shtml


	発信内容
	理事長が金庫としてＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）に取り組むことを発信。

（以下抜粋）
良質なサービスの提供や利便性の向上につなげるためにも、本質は変えずに、金融ＤＸなど新しい発想・新しい手法を積極的に取り入れてまいります。




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年7月～継続実施中


	実施内容
	理事長を委員長とする金融ＤＸ推進委員会を2021年に発足。
2023年4月～2026年3月の中期経営計画において重点戦略の一つに「金融ＤＸ・デジタル戦略」を掲げた。
今後は「ＤＸ推進指標」ＩＰＡ（情報処理推進機構）による自己診断を毎年行い、取組みの達成度合いを継続的に評価することにより、取組みの経年変化を把握し、進捗を管理し、ＤＸの実現をめざす。
（ＤＸ推進番ポータル受付番号：202311AH00004269）




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　2018年6月1日～継続実施中

	実施内容
	サイバーセキュリティ項目を含む内部監査を定期的に実施し、ホームページの脆弱性診断やペネトレーションテストによるサイバーセキュリティの脆弱性診断、サイバーセキュリティを含むシステムリスクの第三者評価を実施している。

システムリスク管理要領やサイバーセキュリティに係るインシデント対応マニュアル等を整備し、組織体制やサイバーセキュリティ計画の策定及びインシデント発生時の緊急対応・復旧対応などの対応策を明確に定め、金庫内外と連携したサイバーセキュリティリスク管理態勢を構築している。

平常時からインシデントやセキュリティに関する情報収集及び職員に向けた情報発信やサイバーセキュリティ訓練の実施など、インシデントに備えている。




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

